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平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
・
特
別
会
計（
国
民
健
康
保
険
・
後
期
高

齢
者
医
療
・
介
護
保
険
・
下
水
道
事
業
）・
水
道
事
業
会
計
の
決
算
が
町

議
会
の
9
月
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

　
町
で
は
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
、
町
民
生
活
に
密
着
し
た
各
種
施
策・

事
業
を
積
極
的
に
実
施
し
ま
し
た
。

大
切
な
税
金
の
使
い
道

一般会計・特別会計・水道事業会計の
歳入総額は236億2，484万8千円
歳出総額は230億6，992万2千円

一般会計　歳入

町債（借入金）の残高

町税の内訳町民１人当たり

1世帯当たり

町の主な財産
（3月31日現在）

町民税（個人）
町民税（法人）
固定資産税
軽自動車税　
町たばこ税　
都市計画税　　

土 地

建 物

基 金

20万753円
（3.3％増）

47万7,498円
（1.4％増）

31万6,811円
（4.6％増）

75万3,546円
（2.8％増）

納税額

納税額

歳出額

歳出額

（3.3％増）
（26.9％増）

（1.6％減）
（5.5％増）
（0.5％減）
（1.6％減）
（2.5％増）

20億7,238万1千円
9億3,869万8千円

40億4,912万3千円
1億2,044万9千円
3億1,797万9千円
4億3,070万3千円

79億2,933万3千円合 計

5,919,787㎡

130,293㎡

15億815万8千円

財
政
課
財
政
班
☎（
内
線
）３
２
９
２

※（　）内は前年度比

※（　）内は構成比

※（　）内は前年度比

※（　）内は前年度比

総 務 債
民 生 債
衛　 生　 債
商　 工　 債
土　 木　 債
消　 防　 債
教　 育　 債
公 営 住 宅 債

災害復旧費（土木債）
減税補てん債
臨時財政対策債
減収補てん債

普

通

債

合　計
（前年度比）

1億2,665万円

3億3,681万2千円

16億6,202万7千円

2億6,685万8千円

4,276万6千円

900万円

7億9,642万4千円

1億1,084万5千円
820万円

1億5,859万6千円
27億4,055万3千円

5億2,475万3千円
67億8,348万4千円

（1.2%減）

自主財源
94億7,248万5千円

（72.3%）

一般会計
歳入合計
130億

9,818万円

依存財源 36億2,569万5千円
（27.7%）

町税 79億2,933万3千円
（60.5%）

繰入金 1億3,528万8千円（1.0%）

繰越金 6億7,131万2千円（5.1%）

諸収入 3億3,267万3千円
（2.6%）

その他 4億387万9千円
（3.1%）

国庫支出金
11億4,967万3千円（8.8%）

県支出金
8億7,483万6千円（6.7%）

町債 4億8,130万円（3.7%）

その他
3億1,192万3千円（2.3%）

地方消費税交付金
8億796万3千円（6.2%）

平
成
　 

年
度
決
算

特集
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一般会計

歳出（目的別）歳出（性質別）

 

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く

 

健
全
化
判
断
比
率
な
ど
の
状
況

※（　）内は構成比※（　）内は構成比

●
歳
入

　
一般
会
計
の
歳
入
総
額
は
、1
3
0
億
9
8
1
8
万
円
で
、前
年

度
よ
り
3
億
8
0
2
3
万
円
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。こ
れ
は
、町

民
税
な
ど
の
町
税
が
、前
年
度
と
比
べ
1
億
9
3
9
2
万
7
千

円
の
増
額
と
なっ
た
ほ
か
、前
年
度
の
剰
余
金
で
あ
る
繰
越
金
が

1
億
9
3
6
4
万
4
千
円
の
増
額
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
る

も
の
で
す
。

　
歳
入
額
を
財
源
別
に
見
る
と
、町
税
、使
用
料
及
び
手
数
料
な

ど
、町
独
自
で
得
る
こ
と
の
で
き
る
自
主
財
源
が
、前
年
度
と
比

べ
4・0
％
増
の
、94
億
7
2
4
8
万
5
千
円
で
、歳
入
総
額
の

72・3
％
と
な
り
ま
し
た
。ま
た
、国・県
支
出
金
や
町
債
、地
方

消
費
税
交
付
金
な
ど
の
依
存
財
源
は
、前
年
度
と
比
べ
0・4
％

増
の
、36
億
2
5
6
9
万
5
千
円
で
、歳
入
総
額
の
27・7
％
と

な
り
ま
し
た
。

●
歳
出

　
歳
出
総
額
は
、1
2
5
億
1
3
3
9
万
3
千
円
で
、前
年
度

よ
り
4
億
6
6
7
5
万
5
千
円
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
出
額
を
目
的
別
に
見
る
と
、民
生
費
が
44
億
3
3
3
3
万

4
千
円
と
最
も
多
く
、全
体
の
35・4
％
を
占
め
、続
い
て
総
務
費

18
億
7
9
9
7
万
8
千
円（
15・0
％
）、土
木
費
16
億
1
6
9
万

3
千
円（
12・8
％
）の
順
と
なって
い
ま
す
。

　
性
質
別
で
は
、財
政
調
整
基
金
の一般
財
源
分
への
積
み
立
て

の
増
加
や
、旧
庁
舎
周
辺
公
共
施
設
整
備
基
金
か
ら
公
共
施
設

整
備
基
金
への
積
み
替
え・積
み
増
し
な
ど
に
よ
り
、積
立
金
が

前
年
度
と
比
べ
1
7
4・3
％
増
の
、6
億
2
4
9
0
万
1
千

円
、投
資
的
な
経
費
で
あ
る
普
通
建
設
事
業
費
が
、防
災
行
政

無
線
デ
ジ
タ
ル
化
整
備
事
業
な
ど
に
よ
り
、前
年
度
と
比
べ
18・

6
％
増
の
、9
億
4
9
1
5
万
8
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
歳
出
差
引
額
か
ら
次
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源

（
8
2
8
万
8
千
円
）を
除
い
た
実
質
収
支
額
は
、5
億

7
6
4
9
万
9
千
円
の
黒
字
と
な
り
、次
年
度
への
繰
越
金
と
な

り
ま
し
た
。

　
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」（
財
政

健
全
化
法
）
と
は
、
財
政
の
健
全
さ
を
測
る
左
記
の
指
標
の
公

表
を
義
務
付
け
、
早
期
健
全
化
の
枠
組
み
な
ど
を
定
め
た
法
律

で
、
国
民
健
康
保
険
な
ど
の
特
別
会
計
や
事
業
会
計
、
さ
ら
に

は
土
地
開
発
公
社
な
ど
の
会
計
も
チ
ェ
ッ
ク
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
町
の
健
全
化
判
断
比
率
な
ど
の
状
況
は
、
全
て
の
指
数
が
基

準
を
大
き
く
下
回
っ
て
い
る
た
め
、
財
政
の
健
全
性
が
保
た
れ

て
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

議会費
1億6,817万9千円

（1.3%）

人件費
31億224万
6千円

（24.8%）

物件費
21億3,011万
4千円（17.0%）

維持補修費
7,024万2千円（0.6%）

扶助費
24億1,618万8千円

（19.3%）

補助事業費 1億26万3千円
（0.8%）

公債費
6億1,585万4千円

（4.9%）

積立金
6億2,490万
1千円（5.0%）

貸付金
1億8,080万円

（1.4%）

繰出金
12億9,972万7千円

（10.4%）

普通建設事業費
9億4,915万8千円（7.6%）

補助費等
10億7,239万1千円

（8.6%）

単独事業費
8億4,889万5千円（6.8%）

総務費
18億7,997万
8千円（15.0%）

民生費
44億3,333万
4千円（35.4%）

衛生費 12億828万9千円（9.7%）農林水産業費
2億1,173万7千円（1.7%）

商工費
2億7,692万
3千円（2.2%）

土木費
16億169万
3千円（12.8%）

消防費
7億6,040万
5千円（6.1%）

教育費
12億7,245万
1千円（10.2%）

災害復旧費 
5,215万円（0.4%）

公債費 6億1,585万4千円（4.9%） 諸支出金 3,240万円（0.3%）

一般会計を対象とした実質赤字
の標準財政規模に対する比率 13.65％―

―

△2.8％

―

―

18.65％

25％

（経営健全化基準）
20％

350％

20％

30％

35％

実質赤字比率
健
全
化
判
断
比
率

財政再生
基準

早期健全化
基準

基準値
比 率指標の説明指標

連結実質赤字比率

実質公債費比率

資金不足比率
（水道・下水道事業）

将来負担比率

全会計を対象とした実質赤字の
標準財政規模に対する比率
一般会計が負担する元利償還金
等の標準財政規模に対する比率

資金不足額（赤字額）の事業規
模に対する比率

一般会計が将来負担すべき実質
的な負債の標準財政規模に対す
る比率

災害復旧事業費
5,177万2千円

（0.4%）

一般会計
歳出合計

一般会計
歳出合計

125億1,339万
3千円

125億1,339万
3千円

※実質赤字比率、連結実質赤字比率および資金不足比率は、全ての会計が黒字であるため「－（ハ
イフン）」となっています。また、将来負担比率は、地方債残高などの将来負担額に対し、基金、
都市計画税、基準財政需要額に算入される地方債などの充当可能な財源が上回っているため「－（ハ
イフン）」となっています。

※早期健全化基準・経営健全化基準は「財政の悪化（イエローカード）」を、財政再生基準は「財政
の破たん（レッドカード）」を表す基準値で、健全化判断比率・資金不足比率がこれらの基準値を
超えた場合は、国から健全化に向けた取り組みが指導されます。
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 総務費

一般会計の主な実施事業

　消費税率の引き上げに伴う「地方消費税交付金」の増収
分（2 億 9,147 万 2 千円）については、全額を「社会保障関
係経費」に充当し、その使途を明示することとされています。

　町では、次のとおり、障がい者・高齢者・児童福祉事業
のほか、国民健康保険・後期高齢者医療・介護保険特別
会計への繰出金などの財源の一部として活用しています。

議員調査活動経費（政務活動費交付金、議員調査活動用パソコン回
線使用料など）……………………………………………350万5千円
議会運営経費（議会会議録データベース化事業費、議会映像イン
ターネット配信など）……………………………………604万1千円

農業振興対策事業費（有害鳥獣対策事業、農業次世代人材投資資
金など）…………………………………………………2,574万1千円
農業用水路整備事業費 ………………………………1,685万5千円
林業振興事業費（地域水源林施業委託など）……5,423万9千円

愛甲商工会活動事業補助金………………………………1,295万2千円
観光施設維持管理経費……………………………………1,497万5千円
ダム周辺地域振興事業費（宮ヶ瀬ダムナイト放流など）…530万3千円

道路新設改良舗装事業費…………………………3億4,629万5千円
橋りょう維持管理経費…………………………………5,121万3千円
災害予防対策事業費（急傾斜地崩壊対策など）……2,645万2千円

消防車両・消防団車両購入事業費 ……………………5,344万3千円
消防団施設整備事業費…………………………………2,982万8千円

小中学校国際教育推進事業費（英語指導助手派遣経費など）………
……………………………………………………………2,182万5千円
熊坂児童館耐震補強事業費……………………………1,737万7千円
学校施設整備事業費（小中学校トイレ改修工事など）………………
……………………………………………………………2,086万8千円

半原地域における観光・産業連携拠点づくり推進事業費…1億1,468万7千円
防災行政無線デジタル化整備事業費………………1億2,320万5千円

障害者生活援護事業費……………………………1億7,607万4千円
障害者自立支援事業費……………………………10億1,226万6千円
小児医療費助成事業費…………………………………1億3,074万円
児童手当支給事業費………………………………………6億224万円
子ども子育て支援法関連経費（施設型給付事業費、地域型保育給付事
業費）…………………………………………………1億7,592万2千円
子育て支援対策事業費（子育て支援センター等運営事業費など）
…………………………………………………………………2,240万円

各種予防接種事業費（小児・高齢者インフルエンザ予防接種の助成など）
………………………………………………………………9,336万1千円
母子保健事業費（妊婦健康診査、不妊治療費助成など）…2,266万6千円
健康増進事業費（生活習慣病検診、成人歯科健診など）…6,082万2千円
ごみ収集運搬処理経費（可燃ごみ収集運搬持出業務委託、可燃ごみ処
理業務委託、ごみ出し困難者戸別収集事業など）…3億8,087万8千円

 議会費 1億6,817万9千円  農林水産業費

 商工費

 土木費　

 消防費

 教育費　

 民生費

 衛生費

・一人暮らし高齢者世帯等水道料金助成事業
・成年後見制度利用支援事業
・町社会福祉団体補助金

7,057万1千円 467万1千円 505万9千円 6,084万1千円

・障害者医療費助成事業
・障害者介護給付・訓練等給付事業
・地域生活支援事業

12億1,512万5千円 7億6,305万3千円 8,710万9千円 3億6,496万3千円

・高齢者バス割引乗車券購入費助成事業
・敬老および長寿夫妻祝金品支給事業
・シルバー人材センター運営費補助金

7,745万4千円 61万3千円 555万2千円 7,128万9千円

・出産祝い金支給事業
・児童手当支給事業
・小児医療費助成事業

13億3,996万9千円 7億7,368万7千円 9,605万9千円 4億7,022万3千円

・後期高齢者医療広域連合負担金
・後期高齢者医療特別会計繰出金
・後期高齢者健康診査事業

3億8,286万1千円 5,221万6千円 2,744万6千円 3億319万9千円

・乳幼児等予防接種事業
・高齢者インフルエンザ予防接種事業
・生活習慣病検診事業

2億3,288万2千円 390万4千円 1,669万5千円 2億1,228万3千円

・国民健康保険特別会計繰出金 3億8,436万3千円 1億5,748万2千円 2,755万4千円 1億9,932万7千円

・介護保険特別会計繰出金 3億6,265万1千円 378万6千円 2,599万8千円 3億3,286万7千円

差引一般財源
一般財源

地方消費税交付金

財源の内訳

国庫支出金など
特定財源30年度決算区分 主な事業

社会福祉事業

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

後期高齢者
医療事業

保健衛生事業

国民健康保険事業

介護保険事業

合 計 40億6,587万6千円 17億5,941万2千円 2億9,147万2千円 20億1,499万2千円

「地方消費税交付金」の増収分について

18億7,997万8千円

44億3,333万4千円

12億828万9千円

2億1,173万7千円

2億7,692万3千円

16億169万3千円

7億6,040万5千円

12億7,245万1千円

◎

◎

◎

◎
◎

◎
◎
◎

◎
◎
◎

◎
◎

◎

◎
◎

◎
◎

◎
◎
◎
◎
◎

◎

◎

◎
◎
◎
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特別会計

水道事業会計

歳入歳出

収益的収入と支出
（消費税を含まない）

資本的収入と支出
（消費税を含む）

●
国
民
健
康
保
険
事
業

　
町
民
の
健
康
保
持
と
増
進
の
た
め
保
険
給
付

を
行
い
、
医
療
保
障
の
充
実
に
努
め
ま
し
た
。

　

平
成
30
年
度
の
国
民
健
康
保
険
加
入
世
帯

は
、
町
総
世
帯
数
の
37・
6
％
、
被
保
険
者
は

町
総
人
口
の
28
・
2
％
で
す
。

●
後
期
高
齢
者
医
療
事
業

　
高
齢
者
の
健
康
保
持
と
増
進
の
た
め
、
被
保

険
者
の
資
格
管
理
な
ど
の
窓
口
事
務
や
保
険
料

の
徴
収
な
ど
を
行
い
、
医
療
費
の
適
正
化
に
努

め
、
健
全
な
医
療
給
付
を
進
め
ま
し
た
。

●
介
護
保
険
事
業

　
適
正
な
要
介
護
認
定
を
行
う
と
と
も
に
、
要

介
護
・
要
支
援
者
が
能
力
に
応
じ
て
、
自
立
し

た
日
常
生
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
保
険

給
付
を
行
い
、
保
健
医
療
の
向
上
と
福
祉
の
増

進
に
努
め
ま
し
た
。
ま
た
、将
来
的
に
要
介
護・

要
支
援
状
態
に
な
る
恐
れ
が
あ
る
高
齢
者
を
対

象
に
、
介
護
予
防
を
推
進
し
ま
し
た
。

●
下
水
道
事
業

　
汚
水
整
備
事
業
と
し
て
、
土
地
利
用
の
変
更

に
伴
う
公
共
汚
水
升
の
設
置
工
事
を
行
う
と
と

も
に
、
ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
計
画
に
基
づ

き
、
下
水
道
管
の
更
生
や
古
く
な
っ
た
設
備
の

改
築
・
更
新
を
実
施
し
ま
し
た
。
ま
た
、
雨
水

整
備
事
業
で
は
浸
水
対
策
と
し
て
、
昨
年
度
に

引
き
続
き
、
中
津
桜
台
地
区
の
実
施
設
計
を
進

め
た
ほ
か
、
中
津
大
塚
下
地
区
の
基
本
計
画
の

見
直
し
な
ど
を
実
施
し
ま
し
た
。

　
平
成
30
年
度
末
現
在
の
下
水
道
人
口
普
及
率

は
91
・
2
％
で
す
。

　
水
道
事
業
の
使
命
は
、安
全
で
良
質
な

水
を
需
要
に
応
じ
て
安
定
的
に
供
給
し
、

町
民
の
健
康
で
豊
か
な
生
活
環
境
や
、さ

ま
ざ
ま
な
経
済
活
動
の
向
上
に
寄
与
す

る
こ
と
で
す
。

　

平
成
30
年
度
は
給
水
収
益（
水
道
料

金
）が
0・97
％
増
加
し
、前
年
度
を
上
回

り
ま
し
た
。

　
一
方
、支
出
で
は
、減
価
償
却
費
な
ど

の
増
加
に
よ
り
、収
益
的
支
出
の
総
額

は
前
年
度
に
比
べ
3・05
％
の
増
と
な
り

ま
し
た
。

　
こ
の
よ
う
な
状
況
か
ら
、平
成
30
年
度

の
純
利
益(

収
支
差
引
額
）は
、前
年
か
ら

16・33
％
減
の
4
1
8
1
万
円
と
な
り
ま

し
た
。

　

建
設
改
良
事
業
な
ど
を
行
う
資

本
的
収
支
は
、収
支
差
引
額
が
2
億

2
8
6
4
万
6
千
円
の
不
足
と
な
り
、内

部
留
保
資
金
な
ど
で
補
て
ん
し
ま
し
た
。

　

建
設
改
良
事
業
の
主
な
内
容
と
し
て

は
、三
栗
山
配
水
池
耐
震
補
強
工
事
を

行
い
、防
災
性
を
向
上
さ
せ
る
と
と
も
に
、

中
津
浄
水
場
送
水
ポ
ン
プ
設
備
修
繕
や

浄
水
場
記
録
計
更
新
工
事
な
ど
を
行
い
、

施
設
能
力
の
維
持
向
上
を
図
り
ま
し
た
。

　
さ
ら
に
、配
水
管
を
耐
震
性
能
の
高
い

も
の
に
交
換
す
る
工
事
を
、半
原
両
向

地
区
、細
野
地
区
、三
増
地
区
、角
田
小

沢
地
区
、中
津
角
田
境
地
区
、稲
荷
前

地
区
、熊
坂
地
区
な
ど
で
、延
長
8
9
9

メ
ー
ト
ル
に
わ
た
って
行
い
、配
水
機
能
強

化
と
老
朽
化
施
設
の
更
新
に
努
め
ま
し

た
。

国 民 健 康 保 険国 民 健 康 保 険
後期高齢者医療後期高齢者医療
介 護 保 険介 護 保 険
下 水 道 事 業下 水 道 事 業

合 計合 計

51億5,413万9千円51億4,640万9千円
4億6,057万円4億3,802万1千円

29億2,871万3千円28億4,753万7千円
13億1,759万円12億8,827万6千円

98億6,101万2千円97億2,024万3千円

△8億9,307万3千円△7億9,869万8千円
2,164万6千円2,318万円
1億1,323万円1億5,050万1千円

△900万円1,086万5千円
△7億6,719万7千円△6億1,415万2千円

△14.8％△13.4％
4.9％5.6％
4.0％5.6％

△0.7％0.9％
△7.2％△5.9％

増減率増減率 増減額増減額
対前年度比対前年度比 決算額決算額 会計名会計名

収入済額

収入済額

支出済額

支出済額

収支差引額

収支差引額

5億6,201万4千円

6,166万円

5億2,020万4千円

2億9,030万6千円

4,181万円

△2億2,864万6千円

　　　　　　　　　　　　歳入 98億6,101万2千円
歳出 97億2,024万3千円  

※水道事業の経営運営を行うための経常収支

※水道水を供給するための水道施設の新設や改良などの投資的経費
※差引不足額は、内部留保資金などで補てん

収益的収支は、純利益を算出するため消費税抜きの金額を、資本的収支は、
必要とした費用を算出するため消費税込みの金額を表記しました。


